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２ 復興期間 

被災各県の計画を踏まえ、阪神・淡路大震災の例も参考としつつ、復興期間は 10

年間とし、被災地の一刻も早い復旧・復興を目指す観点から、復興需要が高まる当

初の５年間を「集中復興期間」と位置付ける。また、一定期間経過後に事業の進捗

等を踏まえて復旧・復興事業の規模の見込みと財源について見直しを行い、集中復

興期間後の施策の在り方も定めることとする。なお、福島における原発事故から深

刻な影響を受けた地域への対応については、原子力損害賠償法、原子力損害賠償支

援機構法案の執行状況等を踏まえつつ、事故や復旧の状況に応じ、所要の見直しを

行うこととする。 

 

４ あらゆる力を合わせた復興支援 

 （３）事業規模と財源確保 

①事業規模 

平成 27 年度末までの５年間の「集中復興期間」に実施すると見込まれる施策・事

業（平成 23 年度第１次補正予算等及び第２次補正予算を含む）の事業規模について

は、国・地方（公費分）合わせて、少なくとも 19 兆円程度と見込まれる。また、10

年間の復旧・復興対策の規模（国・地方の公費分）については、少なくとも 23 兆円

程度と見込まれる。 

なお、この規模の見込みには、原則として、原子力損害賠償法、原子力損害賠償

支援機構法案に基づき事業者が負担すべき経費は含まれていない。 

 

③「集中復興期間」中の復旧・復興事業に充てる財源確保の方法 

５年間の「集中復興期間」中の復旧・復興事業に充てる財源は、平成 23 年度第１

次補正予算等及び第２次補正予算における財源に加え、歳出の削減、国有財産売却

のほか、特別会計、公務員人件費等の見直しや更なる税外収入の確保及び時限的な

税制措置により 13 兆円程度を確保する。 

税制措置は、基幹税などを多角的に検討する。また、与野党間の協議において、

平成 23 年度税制改正事項について合意が図られる際には、改正事項による増収分を

復旧・復興財源に充てることも検討する。 


